
本県を中心に九州各地や岐阜県、長野県など中部
地方や山形県において甚大な被害をもたらした昨

年の「令和2年7月豪雨」は、記録的ともいえる河川の
氾濫や土砂災害により、多くの鉄道施設にも甚大な被
害をもたらしました。毎年繰り返される大きな激甚災
害に対して、新たな法整備や助成金・交付金の拡充な
ど国としての対応強化や仕組みづくりが求められてい
ます。また経年劣化によるトンネル・橋梁など鉄道施
設の老朽化対策も深刻となっており、大規模自然災害
に対する防災・減災対策とともに国や自治体が一体と
なって社会的インフラ基盤の整備を推し進めていくこ
とが喫緊の課題となっています。

口減少や高齢化、マイカーの利用拡大などから鉄
道利用者が減る一方、高齢化社会が進行するなか

で地域の足の確保は不可欠です。また過疎化が進む地
域経済にとっても地方交通線の存続は死活問題です。
2000年の鉄道事業法改正以降、路線の廃止手続きにつ
いては「事業者の届け出制」となっていますが、鉄道
事業者単独での路線の維持・存続は極めて厳しい状況
にあります。「赤字路線＝廃止ありき」ではなく、ま
ずは鉄道事業法の見直しも含めて、沿線自治体や住民
の十分な理解を得ながら、地方鉄道の維持・活性化を
どのように考えていくか今大きく問われています。

Ｒ各社はそれぞれの事業計画にもとづき、効率化
や要員削減を柱とした業務委託・外注化施策を積

極的に進めていますが、その結果、架線や変電所で鉄
道設備の保守・点検の現場力の低下や要員効率化に起
因する設備のトラブルや輸送障害が相次いで発生して
います。とりわけＪＲ関連会社やグループ・協力会社
等で相次ぐ労災死亡事故の根絶、なかでも技術継承や
教育の充実はＪＲ各社に共通する喫緊の課題です。私
たちは鉄道の輸送業務に携わる労働組合として皆さん
が安心して利用できるＪＲの安全・安定輸送に全力を
あげます。

ＪＲの安全・安定輸送に
全力をあげます

ＪＲの安全・安定輸送に
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ＪＲの安全・安定輸送に
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私たちは求めます
戦争・原発・基地のない日本を

国鉄労働組合 〒105─0004  東京都港区新橋5─15─5 交通ビル7階  TEL.03─5403─1640

http://kokurohonbu.com 国労本部 検索

◎戦争に反対して基本的人権を守り、立憲民主主義の平和憲法をそだてよう
◎原発の再稼働を止め、原子力発電に依存しない再生可能エネルギー政策への転換をはかろう
◎沖縄の民意を尊重し、辺野古新基地建設工事を撤回し、すべての在日米軍基地をなくそう

熊

Ｊ人
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まやアルバイト・パート・派遣・契約社員など
の非正規雇用で働く労働者は総務省調査で全体

の約４割にあたる2,166万人を数え、年収200万円に
届かない「ワーキングプア」は14年連続で１千万人を
超えています。昨年４月から職場における雇用形態間
の不合理な処遇差の是正に向け、「同一労働同一賃
金」関連法が施行されました。しかし、人件費の支出
やコスト増大を嫌う企業や自治体では「正社員のみに
支給していた住宅手当や家族手当を廃止する」「期末
手当を出す代わりに月々の賃金を下げる」等々の脱法
行為が行なわれています。今こそ働く者の団結で真の
働き方改革を実現し、格差を是正する2021春闘を一緒
にたたかいましょう。
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（注）1984～2001年までは各年２月時点調査、2002年以降は年平均
　　出所：01年までは総務省「労働力調査特別調査」。02年以降は総務省「労働力調査詳細集計」
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図表.2 実質賃金の推移
（厚労省「毎勤統計」2015年＝100）
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021年は年初から新型コロナウイルスの感染再拡
大にともなって東京・大阪を中心に11都府県に

対する『緊急事態宣言』が出され、さらに期間が延長
されるなど社会・経済活動が再び大きく制限される事
態となりました。
　昨年来、新型コロナウイルスの影響で仕事を失った
人は、製造業、飲食業、小売業、宿泊業を中心に厚労
省発表でも８万人を優に超え、関連倒産の発生累計件
数は「飲食店」や「ホテル・旅館業」など全国で１千
件を超えていますが、この数字は氷山の一角にすぎま
せん。加えてただでさえ少子高齢化が深刻な地域経済
はさらに疲弊し、中小・小規模事業者の事業継続はか
つてない苦境に立たされています。また、このあおり
を受けて特にコロナ危機での企業倒産による解雇や
「派遣切り」、労働条件の引き下げ等々とリーマン
ショック以来の雇用危機が危惧されています。
　こうしたなか、財務省が昨年10月30日に発表した
2019年度の法人企業統計は、企業が蓄えた内部留保に
当たる利益剰余金が前年度比2.6％増の475兆161億円

となり、８年連続で過去最高を更新しました。消費税
増税や新型コロナウイルス感染拡大による景気の先行
き不透明感を背景に、企業が投資を抑制し、さらに内
部留保を積み上げた結果ですが、一方で労働者の実質
賃金は低下傾向に歯止めがかかっていません。今こそ
大企業は内部留保を社員の賃上げに還元し、国内総生
産の約６割を占める個人消費を拡大させるべきです。

2

　安倍首相は2012年末の第２次安倍内閣発足以来、「経済の好循環」を繰り返し主張し、円安で過去最高
の利益を上げている企業から、「給与増」の形で、社員などへの「恩恵」を求めてきました。「官製春闘」
と言われながら、春闘に向けて経済界のトップらに毎年「賃上げ」を要請し、19年春の春闘まで「６年連続
で賃上げ率は２％を上回った」として成果を強調しますが、果たして私たちの暮らしはどうでしょうか。

図表.3 雇用形態別の年収比較
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出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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4割にあたる2,120万人を数え、年収200万円に届かな
い「ワーキングプア」は13年連続で1千万人を超えて
います。昨年4月から「働き方改革一括法」に基づき、
労働基準法が改正され、年休の付与日数が10日以上の
労働者について5日以上取得することが企業
に義務づけられるなど「長時間労働の是正」
が始まりました。そして、本年4月から職場
における雇用形態間の不合理な処遇の差の是
正に向け、「同一労働同一賃金」関連法が施
行されます。しかし、ガイドラインでは｢正
社員の条件引き下げ｣を禁じているのにも係
わらず、コスト増大を嫌う企業や自治体では
「正社員のみに支給していた住宅手当や家族
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図表.1 企業の内部留保の推移
（財務省『法人企業統計』金融・保険を除く全産業　　

　全規模の利益剰余金）
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務省が昨年9月2日に発表した法人企業統計によると、2018
年度の金融業・保険業を除く全産業の「利益剰余金」、いわ

ゆる内部留保は463兆1,308億円と、前の年度に比べてさらに
3.7％増えました。企業が上げた利益のうち、配当などに回され
ず、会社内に蓄えられた内部留保は08年度以降毎年増え続け、と
うとう7年連続で過去最大となりました。
　一方、労働者の実質賃金は低下傾向に歯止めがかかっていませ
ん。消費税率引き上げなどを主因として13～18年の6年間で物価
は5.1％上昇したのに賃金は5.7％、消費は1割以上切り下げられた
ままです。安倍政権下の7年間、「異次元の金融緩和」によって株
高円安などの恩恵を受けた大企業と一部富裕層を除き、多くの国民
にとって『賃上げ』の実感はほど遠く、所得格差はますます拡がっ
ています。
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図表.1 企業の内部留保（利益剰余金）
（財務省『法人企業統計』金融・保険業除く）
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図表.2 ４割に迫る非正規雇用労働者と賃金格差　
（財務省『労働力調査』・厚労省『賃金構造基本統計調査』）
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九州豪雨で流失したJR肥薩線『球磨川第一橋梁』

2021年３月

「同一労働同一賃金」の

  底上げで格差是正を

〈年間一時金〉 〈所定内賃金〉 （1時間あたり）


